
九州大学（大学院法務学府）及び熊本大学（法学部）の法曹養成連携協定の変更協定 

 

九州大学大学院法務学府（以下「甲」という。）と熊本大学法学部（以下「乙」という。）は、令和

２年３月２６日付元文科高第１２９３号にて、法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する

法律（以下「法」という。）第６条の規定に基づき認定を受けた法曹養成連携協定（以下「認定協定」

という。）について、次のとおり、認定協定の内容を変更する協定（以下「本協定」という。）を交

わす。 

 

（変更事項） 

第１条 甲と乙は、認定協定を次のとおり変更し、別紙のとおり改める。 

１ 令和４年４月１日より、連携法曹基礎課程（認定協定第２条第２号に規定する連携法曹基礎

課程をいう。以下同じ。）の開設科目を次のとおり追加する。 

（１） 租税法 

（２） 交渉紛争解決の法と政策 

（３） 法学部生のキャリアデザイン 

２ 令和４年４月１日より、連携法曹基礎課程の開設科目を次のとおり廃止する。 

（１） 民法入門 

（２） 租税法Ⅰ 

（３） 租税法Ⅱ 

（４） 民事執行・保全法 

（５） 外国法 

（６） 手形法・小切手法 

（７） 日本法制史 

（８） 国際機構論 

（９） 比較政治論 

（１０）交渉紛争解決と法 

（１１）職業選択と自己実現 

（１２）職業選択の実践 

（１３）ジャーナリズムの現場から 

（１４）外書講読 

（１５）選択演習Ａ 

（１６）選択演習Ｂ 

 

（本協定の適用者） 

第２条 本協定は、令和４年４月１日から施行し、乙の令和４年度入学者（当該年次に編入学、転入

学又は再入学する者を含む。以下同じ。）から適用する。 

２ 本協定施行の際現に乙に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者の属する年次に編入

学、転入学又は再入学する者については、令和４年度入学者を除き、適用しない。 

 



（効力の発生） 

第３条 本協定は、法第７条の規定に基づく文部科学大臣の認定を受けたときに、効力が発生するも

のとする。 

 

本協定を証するため、本書を２通作成し、各当事者の代表者が署名又は電子署名のうえ、各１通を

保有する。 

 

令和４年１月２０日 

 

甲 乙 

 

総長（代理人） 学長（代理人） 

九州大学大学院法務学府長（法科大学院長） 熊本大学法学部長 

 

 小 池  泰    大日方 信春   

 

  



＜別紙第１＞ 

１．乙の法曹コースの教育課程編成の方針 

乙は、連携法科大学院における教育と円滑に接続するよう体系的かつ段階的に開設するた

め、次のように本法曹コースの教育課程を編成する。 

 本法曹コースのカリキュラムは、法律基本科目の基礎的理解を体系的に習得することを基

軸に、進級に合わせ順次的にその学修を深めていくものです。 

 まず、１年次では、憲法・民法・刑法の法律基本科目の中でも基本となる３科目の学修をは

じめます。 

つぎに、正式に本コースに所属する２年次では、憲法・民法・刑法に加えて、行政法（行政

法総論）、商法（会社法）を学修することで、法律基本科目の確実な理解と基本知識の定着を

図ります。 

 こうして法律基本科目の基本的知識を修得した上で、３年次では、民事訴訟法・刑事訴訟法

という訴訟法を学ぶカリキュラムを作成しています。また「法律文書」の作成を通して法律基

本科目の発展的・応用的に学修する科目も法律基本７科目について３年次に配当されていま

す。（早期卒業希望者には２年次から履修可能にしている科目もあります。） 

また、本コースは、一定の基礎学力を前提とした学修成果を目指すものなので、つぎのよう

な所属要件、修了要件を定めています。 

【所属要件】２年次からのコース変更時点において、通算 GPA が上位４割程度であること。 

【修了要件】① ３年次で早期卒業する場合は、法曹コースの必修科目（公法特論Ⅰ、公法

特論Ⅱ、民事法特論（民法）、民事法特論（商法）、民事法特論（民事訴訟法）、刑事法特論Ⅰ、

刑事法特論Ⅱを除く）の科目について GPA が 3.0 以上であり、法科大学院に合格しているこ

と、② ４年次で卒業する場合には、通算 GPA が上位３割程度であること。 

 インプットからアウトプットまでのこうした体系的・順次的な学修により、法曹としての基

礎的な知識の修得・定着を図ることで、法科大学院既修者コースへの橋渡しをするのが、本コ

ースのカリキュラムの特徴です。 
 

 

２．乙の法曹コースの教育課程 

学
年 

学
期 

必修科目 選択必修科目 選択科目 

科目名 単位数 科目名 単位数 科目名 単位数 

１
年 

前
期 

基礎演習Ⅰ 2   法学入門 2 

憲法Ⅰ（基本的人権） 4   特殊講義 IB 1 

    特殊講義 IC 2 

後
期 

法学特修演習Ⅰ 2     

家族法Ⅰ 2     

民法総則 2     

刑法総論 4     

２
年 

前
期 

基礎演習Ⅱ 2 政治過程論 2 特殊講義ⅠA 2 

憲法Ⅱ（統治機構） 4 経済学入門Ⅰ 2   

行政過程論Ⅰ 2     



物権法 2     

商法総則 2     

刑法各論Ⅰ 2     

民事訴訟法Ⅰ 2     

刑事訴訟法Ⅰ 2     

後
期 

法学特修演習Ⅱ 2 雇用関係法 2 法学部生のキャリアデザイン 2 

行政過程論Ⅱ 2 国際法Ⅰ 2   

債権総論 2 政治理論 2   

会社法 4 経済学入門Ⅱ 2   

商取引法 2 交渉紛争解決学Ⅰ 2   

刑法各論Ⅱ 2     

不法行為法 2     

家族法Ⅱ 2     

民事訴訟法Ⅱ 2     

刑事訴訟法Ⅱ 2     

３
年 

前
期 

演習Ⅰ(通年) 4 法社会学Ⅰ 2 特殊講義ⅡA 2 

演習Ⅱ(通年) 4 西洋法制史Ⅰ 2 特殊講義ⅡB 1 

行政救済法Ⅰ 2 法哲学 2   

債権担保法  2 租税法 2   

契約法 2 知的財産権法 2   

公法特論Ⅰ 2 倒産法 2   

公法特論Ⅱ 2 刑事政策 2   

民事法特論（民法） 2 労使関係法 2   

民事法特論（商法） 2 社会保障法Ⅰ 2   

民事法特論（民事訴訟法） 2 経済法Ⅰ 2   

刑事法特論Ⅰ 2 国際法Ⅱ 2   

刑事法特論Ⅱ 2 国際私法 2   

  外交史 2   

  行政学Ⅰ 2   

  国際政治学 2   

  経済政策 2   

  国際経済論 2   

  地域政策 2   

  国際紛争解決論 2   

後
期 

演習Ⅰ(通年) (4) 法社会学Ⅱ 2 インターンシップ 2 

演習Ⅱ(通年) (4) 西洋法制史Ⅱ 2 海外インターンシップ 2 

行政救済法Ⅱ 2 法思想史 2 卒業論文 2 

  地方自治法 2   

  交渉紛争解決の法と政策 2   

  社会保障法Ⅱ 2   

  経済法Ⅱ 2   

  国際取引法 2   

  政治史 2   

  政治思想史 2   



  行政学Ⅱ 2   

  国際関係論 2   

  現代政治論 2   

  法と経済学 2   

  地方財政 2   

  環境経済論 2   

  交渉紛争解決学Ⅱ 2   

合計  
126 

(86) 
(8) 

※合計 94 単位の修得が必要（別途教養教育 32 単位以上の修得が必要） 

※演習Ⅰ、演習Ⅱは通年科目（各 4単位） 
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